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「東久留米市第２次教育振興基本計画」（改定案）に対するパブリック・コメントについて（実施結果） 

 

【募集期間】平成３０年１２月１日（土）～１２月２０日（木） 

【意見提出者数】２人 

【意見件数】６件 

提出されたご意見 提出されたご意見に対する市教育委員会の考え方 

１ Ⅰ 人権尊重と健やかな心と体の育成～健全育成～  

①いじめ問題の未然防止、早期発見、早期対応については、引

き続き、人権上の重大な課題として対応を進めていきます。 
①いじめ問題について、１６ページではいじめを子どもの心の問題にして、｢いじめは

どんな理由があってもいけないことだ」とする率が全国平均より９.６％低い、ことを現

状の問題としているようです。いじめで悲惨なのは子どもの自殺です。自殺がでて、教

育委員会が｢いじめと自殺は無関係｣とした結論が、再調査で覆った報道を見聞きします

(職場での労働者の自殺についても同様です)。調査で｢関係あり｣の結論がでたとしても、

それは表面的なことです。真の原因はもっと別のところにある、と見るべきです。自殺

に至らないいじめを含めて、｢国連『子どもの権利委員会』の日本政府に対する提案と勧

告｣(１９９８年６月)は｢貴締約国における教育制度が極度に競争的であること、その結

果、教育制度が子どもの身体的および精神的健康に否定的な影響を及ぼしている｣と判定

していますがこれを参考とすべきでしょう。この勧告自体は２０年も前のものですが、

事態は一向に改善されていません。｢いじめ防止対策推進法｣２０１３年５月、｢東久留米

市いじめ防止対策推進条例｣２０１４年１２月はありますが国連勧告を取り入れたもの

ではない、と思います。この項目で扱っているほかの問題にしてもこの国連勧告の方向

での対応が必要と思います。 

２ Ⅱ 確かな学力の育成～学力向上～ ②義務教育の目的の学力面での達成状況を明らかにするため、

国、東京都及び本市独自の学力調査の結果に基づき、基礎的な学

力の定着状況と児童・生徒の学力の伸長の度合いを市全体及び学

校ごとに公表しています。 

課題を明確にし、継続して児童・生徒の学力向上に取り組むと

ともに、保護者に対する説明責任を果たすなど、各学校がより「分

かりやすい授業」「魅力的な授業」づくりにつながるよう努めて

いきます。 

②学力テストを市・都・国のすべてで実施するということですが、子どもたちの負担、

ひいては先生方の負担のことを考えますと、せめて、市で行う学力テストは抽出してい

くつかの学校にするか、できれば全廃することはできないでしょうか。 

また、学力テストの結果を学校毎に公表するというのも酷だと思います。子どもたち

は住んでいる地元の学校に行っているのですから、自分たちの学校が楽しく、いい学校

だと思って過ごしてもらいたいです。 
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  ③どの子どもも親も、学力をつけたい、と思っているでしょう。１９ページ以下に東

久留米市の子どもの学力が全国、東京都と比較したグラフが載っています。２０ページ

には、小学校６年と中学校３年の子どもが学校の授業時間以外にどのくらいの時間勉強

したか、東久留米市と全国を比較した図１９があります。東久留米の子どもの学校外勉

強時間が少ないことになります。１４～１８図と １９図をあわせみると、もっと学校

外の勉強して負けるな、といっているように見えます。前項で引用した国連勧告がいう

｢子どもの身体的、精神的健康への否定的影響｣を助長することになるでしょう。学力向

上は教員が授業にどう関われるか、に懸かっているように思います。 

③教員は、「分かりやすい授業」「魅力的な授業」の実践に向け

て、研修・研鑽（けんさん）を常に行う必要があります。 

「Ⅲ 信頼される学校づくり」において、教員の授業改善、指

導力向上の推進についての項目を挙げました。今後も、同項の施

策を着実に推進していきます。 

 

３ Ⅲ 信頼される学校づくり～教育環境の整備～  

④「東久留米市立学校教員の働き方改革実施計画」の策定にあ

たっては、市立学校教職員等を委員とする東久留米市立学校教員

の働き方改革検討委員会を立ち上げ、週当たりの在校時間の目指

す目標値、具体的な取り組み内容及び進捗状況の把握・検証方法

等について意見交換を行い、教育長に報告書を提出しました。そ

の報告を受け、平成３０年１０月に、教育委員会は「東久留米市

立学校教員の働き方改革実施計画」を策定しています。 

「４ めざす目標値」については、「１）市立小・中学校教員

の週当たりの在校時間を６０時間以内とします。」「２）週休日で

ある土曜日、日曜日のどちらか一方は必ず休養できるようにしま

す。」「３）市立小・中学校教員のライフ・ワーク・バランスの満

足度を今後調査し、年度毎に改善させます。」の３点を提示して

います。いずれも達成できるよう、実施計画の推進に努めていき

ます。 

④教員の労働時間の軽減についての記述がありません。｢教員の働き方改革実施計画｣

(２０１８年１０月)も参照して意見を述べます。 

 労働組合法第１４条は｢労働組合と使用者又はその団体との間の労働条件その他に関

する労働協約は、書面に作成し、両当事者が署名し、又は記名押印することによつてそ

の効力を生ずる｣としています。教員は団体協約締結権を持っていません(地方公務員法

５５条２)が労働基準法１４条の精神は尊重されるべきでしょう。教育振興基本計画改定

案や働き方改革実施計画作成に当たって教員組合の意見は聞いたのでしょうか。パブリ

ックコメントで市民の意見を聞くのは悪くはありませんが、教育振興の重要な担い手の

意見を聞くことが欠かせないと思います。私は、教員は被雇用者であることを念頭に、

教員個人ではなく教員組合の意見と申し上げています。働き方改革実施計画２ページで

教員の労働時間を｢ライフ･ワーク･バランスに満足している教員の割合｣できめるように

記しています。その人が満足していればその労働時間でよいというのでしょうか。教育

振興基本計画改定案１０ページは｢人権尊重の理念を正しく理解し｣(９行)、｢規範意識｣

(２２行)を掲げています。｢規範｣とは法律がこうなっているから、ということではない

と思うのです。 
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４ Ⅳ 生涯学習社会の構築～生涯学習～  

⑤２８年度末をもって市の正規司書職員が全員退職となった以降も、今

後目指す図書館像を実現し、良好な図書館サービスを将来にわたり市民の

皆様に安定的に提供できるようにするため、民間の力を可能な限り活用し

ていく必要があること等から、教育委員会において、中央図書館と３つの

地区館を一体に運営する指定管理者制度を導入する「今後の東久留米市立

図書館の運営方針」を決定しました。今後においても、運営方針に沿って

準備を進めていきます。 

 また、道徳教科書の展示については、見本本の冊数が限られていること

から、市役所本庁舎及び中央図書館の２カ所で行いましたが、指定管理者

が運営していることで展示が出来ないということはありません。誤解が生

じることのないよう、今後はより分かりやすい説明を心がけていきます。 

 ⑤図書館サービスの充実は、中央図書館を２年後に指定管理者制度にするので

はなく、市直営で今までどおり運営してこそ、サービスの充実が図られるのでは

と思います。 

 今夏、来年度から使用する「道徳」の教科書が採択されましたが、市民も、展

示された見本本を見て感想や意見を出しました。展示場所が市役所と中央図書館

の２カ所だけだったので、市民が気軽に立ち寄り、見ることができるよう、地区

図書館にも展示してほしいと要望しましたが、地区図書館は指定管理者だから責

任が持てないということで展示は見送られました。これは一つの例ですが、公立

図書館があるとないでは、生涯学習社会を考えるとき、大違いだと思います。ぜ

ひ、公立図書館を残してほしいと思います。 

５ 

 

その他  

⑥「第２次教育振興基本計画」の策定にあたっては、パブリック・コメ

ントのほか、市民の皆様のご意見を直接伺うため、教育関係団体や公募市

民等を委員とする懇談会を設け、計画に反映させていただくなどしていま

す。 

 ⑥ 教育振興基本計画改定案１ページに｢地域の実情に応じて｣｢定めるよう努

め｣るとあります。今回のように複雑かつ大事なことを１回のパブリックコメン

トですむ、とは到底考えられません。パブリックコメントの目的は｢当該重要施

策等に市民等の意見を的確に反映させる｣ことです(同手続要綱の第１)。｢市民の

意見を的確に｣聞くには市民との対話(懇談など名前はともかく)の場が必要なの

ではないでしょうか。 

 ※ご意見はほぼ原文のまま掲載しています。 


